
はじめに

郵便事業においては、これまで小型郵便物にお

ける「郵便物あて名自動読取区分機」等の機械化

やバーコードによる道順組立までの機械化を行う

新郵便処理システムの導入など、業務の効率化へ

向けて積極的な取組が図られきた。しかし、その

成果をフルに発揮するための郵便作業室内のレイ

アウトについては、多くの要因が複雑に交錯し、

問題規模も大きいところから従来は担当者の経験

に基づく試行錯誤による方法が用いられてきた。

そこで、郵政研究所通信経済研究部（技術開発

研究担当）では、現状の郵便の内務作業について

実用上有効なことが示されているシステム的レイ

アウト計画の技法１）を援用して合理的な方法で調

査・分析し、効率的で機能的な郵便作業室の体系

的なレイアウト手法を明らかにすることを試みて

いる。本稿では、その成果の中からレイアウト要

素２）の近接性について述べる。

［要約］

郵便事業においては、これまで小型郵便物における機械化等、業務の効率化へ向けて積

極的な取組が図られてきた。しかし、その成果をフルに発揮するための郵便作業室内のレ

イアウトについては、担当者の経験に基づく試行錯誤による方法が用いられてきた。

そこで、合理的で体系的な郵便作業室のレイアウト手法を明らかにするために調査・研

究を行った。本稿では、その成果の中から設備・機器の配置に最も大きな影響をもつレイ

アウト要素の近接性について述べる。

調査・分析に当たっては、これから最も建設予定が多く、区分機の配備予定の多い規模

の郵便局を対象とし、現況レイアウト・処理郵便物数・稼働人員等について調査を行い、

現在有効であることが示されているシステム的レイアウト計画の技法を援用して分析を

行った。

この結果、郵便内務作業におけるレイアウト要素の近接性についてある程度明らかにす

ることができ、また今までの経験則によるレイアウト手法に対して定量的な裏付けを与え

ることともなった。

調査研究論文

一般局における郵便内務作業のレイアウト要素の
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１）岩田一明他「生産システム学」（精密工学講座１３）１８５頁
２）郵便作業室における郵便内務作業の処理機能及び作業単位を指す
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１ レイアウトについて

レイアウトは、目的とする最大の効果を生み出

すために物的な資源を最も有効に配置することと

いわれ３）、その目的が何かによりレイアウト計画

の段階での重点の置き方が変わってくる。郵便局

におけるレイアウトの意義は、迅速性、正確性、

容易性及び経済性の達成にあるといわれている４）。

これを言い換えるならば郵便局におけるレイアウ

トの目的は、作業性と経済性の向上にあるといえ

る。これはいうまでもなくあらゆる生産施設の究

極の課題である。一般には上記の課題解決のため

に、生産工学及び人間工学的な視点からレイアウ

ト計画に求め得るものは、�a スペースの利用効率

の向上、�b 運搬コストの低減、�c 作業効率の向上、

�d 安全で快適な作業環境の確保、�e 将来の変化に

適応できる融通性の確保であり、この５項目がレ

イアウト計画の目的であるといわれている５）。

２ レイアウト原則

作業場所や設備機器のレイアウトは、作業空間

内に物理的（設備）構造を与え、作業の良否に直

接的かつ顕著な影響を与えるため、レイアウト計

画に当たっては詳細な検討が求められ６）、先の目

的を満足させるために特に考慮しなければならな

い事項として、次の７原則があるとされている７）、

�１総合化の原則、�２最短距離の原則、�３適正面積

の原則、�４流れの原則、�５弾力性の原則、�６安全

と満足の原則、�７管理容易化の原則。

レイアウト要素の近接性は、「最短距離の原則」

を満足するために最も必要とされるものである。

３ 研究の目的

今回の研究は、郵便局における一般的なレイア

ウト条件を探り、郵便作業室の体系的なレイアウ

ト手法を明らかにしようとするものであるから、

現状の工程・作業方法を前提として、前記の７原

則に沿ってレイアウトの研究を進めることとした。

４ 郵便作業室レイアウトの実態調査

４―１ 調査目的

�１処理機能８）の確定、�２処理機能を構成する作

業単位９）の確定、�３作業単位の面積の確認及び�４

作業単位相互間の近接性の優先度を明らかにする

ために必要なデータの収集。

４―２ 調査対象

研究の成果が広く反映されることを期待して、

今後最も建設予定が多くかつ新型区分機の配備予

定が多いのが、郵便の内務作業室面積が１，０００～

３，０００m２で新型区分機が１台配備される局である

ところから、下記の条件に適合する局を東京・関

東郵政局管内より５局選出し調査を行った。

�１ 必要条件

・普通局（地域区分局を除く）

・郵便作業室面積（郵便予備室を除く）が１，０００

～３，０００m２の局

・新型区分機を１台配備している局（改造型を含

む）

３）日本経営工学会編「経営工学ハンドブック」８３４頁
４）郵政省編「郵便業務管理」３６３頁
５）日本能率協会「作業改善の技術・下巻」第６章以下
６）岩田一明他・前掲著１７９頁以下
７）佐藤良明「物流・配送センター」６９頁
８）郵便作業室内における差立区分等の処理システム及びそれにより処理される郵便物を組み合わせたもの、５－１参照
９）各処理機能の工程内でこれ以上細分化できない機能の単位、５－１参照
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・郵便作業室（同上）が１階層若しくは２階層で

完結している局

・現在新築移転中や仮局でない局

�２ 優先条件

・新築（増築も含む）年度が新しい局

・郵便（内務）作業室が整形な局

・郵便作業室が狭隘でない局（郵便一人当たり面

積が１５m２以上）

４―３ 調査項目

�１ 現況レイアウト調査

臨局し、各部の寸法を測定し郵便内務事務室の

詳細レイアウト図を作成する。

�２ 処理物数調査

日報類から処理されている郵便物数を、各処理

機能ごとに把握する。

�３ 稼動調査

ワークサンプリング１０）により作業人員とその作

業流動状況及び業務スケジュールを把握する。

�４ 使用機器調査

各処理機能が必要とする設備、機械、備品、各

種附帯用具の種類と仕様、数量の検数を行う。

�５ 結束表調査

運送便のスケジュールと郵便局の業務スケ

ジュールの関連を調査する。

�６ ヒアリング調査

管理者に対しインタビューを行い、主としてレ

イアウト計画上の問題点と意見を聴取する。

１０）一定時間間隔で、各作業単位で作業に従事している人数を観測する方法
１１）レイアウト要素の近接性を分析するに当たって必要とされる処理物数及び稼働人員については、Ａ・Ｂ局でしか有効なデータ

の採取が出来なかったため、他の３局は図表１からは除いている。

４―４ 調査局の概要１１）

図表１ 調査局の概要

局 名 局 舎 全 体 郵 便 関 係 定 員

新 築
年 月

構 造

延面積

（m２）
m２

定員１
人当り
面 積
（m２）

作業室
面 積

（m２）

予備室
面 積

（m２）

計

（m２）

郵便１
人当り
面 積
（m２）

全体

（人）

郵 便 内 務 郵 便 外 務

本務者
（人）

P.T
（人）

本務者
（人）

P.T
（人）

Ａ郵便局 S５４．０３ RC２，B１ ５，０２６ ５３．５ １，１３９ ７０２ １，８４１ ３３．５ ９４ １５ ９．１ ４０ ２

Ｂ郵便局 S５５．０９ RC３，B１ ７，３３０ ３１．１ １，４５４ １，２２６ ２，６８０ １８．１ ２３６ ３１ １３ １１７ ２

局 名 配 達 区 数 区 内 状 況 取 扱 物 数

通 常 小 包 面 積 人 口 世帯数 引 受 配 達 年 賀

団 地 委 託

Km２ 千人 千

通 常 小 包 通 常 小 包 引 受 配 達

区 区 区
取 集 自 局

個 千
年 繁 １ 日

千 千
千 千 個 個

Ａ郵便局 ２３ ９ ２ １５ ９６ ３６ １３ ７ ４９ ４６ ９６７ ６４７ ２，３６１ ２，３５２

Ｂ郵便局 ６７ １７ ４ ４６ ２９４ １０９ ３０ １４ ３１９ １３４ ２，４６１ ９８８ ５，４６３ ６，０４０

全国普通郵便局局別施設概要一覧表（平成１０年１０月１日現在）による
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４―５ 調査結果

�１ 現況レイアウト調査結果（省略）

�２ 処理物数調査結果

郵便局で記録されている日報類から郵便物数を

把握し、各作業単位間を流動する郵便物の量を

From―to Chartにより整理したのが下記の図表２

及び３である。

図表２ Ａ郵便局 郵便物数（通数）
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口
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室

外
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発 着 口 ４３８６７ ９０６４ ６０４３ ４１０ １１３８
取 集 口 ８４３６ ３６０７ ４８５ １８２ ４８４
区 分 機 ６１０２ ２３３４ ４１３４１
自 動 取 揃 押 印 機 ６１０２
小型通常差立手区分 ３７９０
大型通常差立手区分 ４８５
速 達 差 立 手 区 分 １８２
小型通常配達手区分 ９０６４
大型通常配達手区分 ６０４３
速 達 配 達 手 区 分 ４１０
特 殊 室 ４８４ １１３８
外 務

図表３ Ｂ郵便局 郵便物数（通数）
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配
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室
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発 着 口 １２６２２１ ２０８３３ １１５１０ ３７３ １０９１
取 集 口 ２０４０５ ８９４６ ７２５０ １３４３ ３３７３
区 分 機 ４３７６５ ２８１７２ １２４５１４
自 動 取 揃 押 印 機 ４３７６５
小型通常差立手区分 ８９４６
大型通常差立手区分 ７２５０
速 達 差 立 手 区 分 １３４３
小型通常配達手区分 ２０８３３
大型通常配達手区分 １１５１０
速 達 配 達 手 区 分 ３７３
特 殊 室 ３３７３ １０９１
外 務
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�３ 稼働調査結果

内務作業に従事する職員を対象に、３分間隔で

何人の職員が、どの場所で、何の作業を行ってい

たかをワークサンプリングにより記録し、各作業

単位間を移動した職員の数を推計し、From―to

Chartにより整理したのが下記の図表４及び５で

ある。

�４ 使用機器調査結果（省略）

�５ 結束表調査結果（省略）

�６ ヒアリング調査結果（省略）

図表４ Ａ郵便局移動人数（人・回）
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取 集 口 １１ ４ ９ ５ １ １ １ １１ １ １ １
自 動 取 揃 押 印 機 ６ ４ １
区 分 機 ８ １ ９ ２ １ １ ２ １
小型通常差立手区分 １６ １ １２ ３ ２ １ ４ ３ １ １
大型通常差立手区分 ３ ３ １ ２ １ １
速 達 差 立 区 分 １ ２ １ １ ３ １ １
発 着 口 ３ １ ２ ２ ３ ４ ３ ２
Ｖ Ｃ Ｓ １ ５ ４ ９
小型通常配達手区分 １２ １４ ３ ３ １ １
大型通常配達手区分 １ １ １ ２ ６ １
速 達 配 達 区 分 １ １ ６
特 殊 室 ２ １ １ １ ６

図表５ Ｂ郵便局移動人数（人・回）１２）
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取 集 口 ４ ５ ７ ２ ２ ５ ４ ３
自 動 取 揃 押 印 機 ６ ６ ５ １ １
区 分 機 １３ ６ ３０ ２ １２ １０ １０ １４ ２１
小型通常差立手区分 ７ ２５ ２ ５ ４ ７ ６
大型通常差立手区分 １ １ １ １ １
速 達 差 立 区 分 ４ ２ １３ ３ １ ９ ５ ３
発 着 口 ８ １１ １ ４ ８ ４ ２
Ｖ Ｃ Ｓ １２ ２ １４
小型通常配達手区分 ９ ３ １７ ３ ４ ４ ４
大型通常配達手区分 １ １ ２４ ４ ２ ４ １１
速 達 配 達 区 分
特 殊 室

１２）速達配達区分と特殊室の移動については記録出来なかった。
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（２）配達区分の工程�
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５ 郵便内務作業のレイアウト要素の近接性の分析

レイアウト計画の原則の中で、レイアウト要素

の近接性に関係の深い「流れの原則」「最短距離

の原則」と合わせて、調査結果を用いレイアウト

要素の近接性の分析結果を示す。

５―１ 流れの原則

この原則は「設備・備品等を工程の流れに沿っ

て配置する。」というもので、この原則を満足さ

せるためには、郵便作業室内における差立区分等

の処理システム及びそれにより処理される郵便物

の種別（両者を組み合せたものを以下、処理機能

という）を確認し、各処理機能の工程内でこれ以

上細分化できない作業単位（例えば、小型通常郵

便物の手区分等）を確定する必要がある。

レイアウトを構成する要素を確定するという意

味で、レイアウト要素の近接性を論ずるについて

は重要な意味を持つ。

�１ 処理機能

調査局においても、一般の郵便局と同様、郵便

内務作業室では、�１郵便物の処理システム、�２郵

便物の種別が組み合わされて処理機能が形作られ、

それに�３管理機能が加わり全体が構成されている。

郵便物の処理機能には�１差立区分と�２配達区分

があり、その各々に小型通常大型通常速達特殊小

包の各郵便物の処理機能が形作られている。

管理機能は郵便物の流れには直接関与しない独

立の機能として存在している。この機能区分に基

づいて作業単位の確認を行う。

�２ 作業単位

各局における差立・配達機能の各郵便物の種別

ごとの工程を図表７に示す。この工程に基づき、

作業内容をスペースに置き換えて図表８のとおり

各処理機能における作業単位を確定した。

実際の作業は、各作業単位の中でより細かく分

図表６ 郵便内務作業室内の処理機能

機 能 郵 便 物 の 種 別

１ 差立区分

２ 配達区分

Ａ 小型通常郵便物

Ｂ 大型通常郵便物

Ｃ 速達郵便物

Ｄ 特殊郵便物（書留その他）

Ｅ 小包郵便物

３ 管 理

図表７ 各処理機能の工程
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（２）配達区分の作業単位�

小包配達�
区分スペース�

特殊室�
（書留配達区分）�

速達配達�
区分スペース�

小型通常配達�
区分スペース�

大型通常配達�
区分スペース�

区分機スペース�
（小型通常道順組�
　立機械区分）�

小包差立�
区分スペース�

特殊室�
（書留差立区分）�

速達差立�
区分スペース�

小型通常差立�
区分スペース�

大型通常差立�
区分スペース�

区分機スペース�
（小型通常差立機�
　械区分）�

外
務（
外
務
・
受
託
者
へ
交
付
）
�

発
着
口（
到
着
・
パ
レ
ッ
ト
分
類
・
パ
レ
ッ
ト
開
披
）

（１）差立区分の作業単位�

窓
口（
引
受
）・
取
集
口
�

押
印
機（
選
別
・
消
印
）
�

発
着
口（
パ
レ
ッ
ト
納
入
・
便
編
成
・
差
立
）
�

� �

かれているが、作業単位の近接性を判断する場合

はこれ以上の細分化は不要と考えられる。

５―２ 最短距離の原則

この原則は「人や物の移動・運搬の距離・時間

を短くする。」というもので、基本的なレイアウ

トは「流れの原則」により工程に沿ってレイアウ

トされるが、各工程が分岐や交錯する場面で最短

距離を判断するためには、各作業単位間の結びつ

きの強弱を明らかにしなければならない。この場

合に必要となるのが各作業単位の近接性である。

近接性の優先度を判断するための因子としては、

作業単位間の具体的なつながりを移動の量で示し

ている�１郵便物の量、�２作業員の数、及び�３数量

では把握できない管理上等の重要な関係がある。

�１ 郵便物の量による分析

�ア 分析方法

近接性の優先度を判断する指標としては、�１数

量、�２運搬回数、�３運搬時間が考えられるが、運

搬時間を指標とすることは調査する局舎（作業室）

の形態に左右されるため適当ではない。また、単

に数量を指標とすることも大型郵便物と小型郵便

物を一律に数えることとなり適当ではない、そこ

で数量を輸送容器で補正した値（運搬回数）を指

標としこれにより優先度を判断することとした。

一般には、From―to Chartにより整理された、

各作業単位間を移動している郵便物の量をロール

パレット、ファイバー、１パス保管棚等の運搬手

段により換算し、その回数を比較し、近接性の優

先度を決定することが考えられる。今回は、作業

単位間を移動した郵便物をファイバーに換算した

上で輸送容器別１３）に換算した。更に郵便局間の比

較を行うため、作業単位間の運搬回数が最大のも

のを１００％とし、各作業単位間の比率（運搬比率）

を求めた。ただし小包の数が大きいため、小包を

図表８ 各処理機能の作業単位

１３）輸送容器換算値は、配達機械区分された郵便物は外務交付の保管棚数に交付回数（午前２回、午後２回）を掛けて運搬回数と
した。また、ファイバーが多数で実態として台車等で運搬している場合は、５個を一回で運搬すると仮定した。それ以外のも
のはファイバーを１個ずつ運搬するものとした。小包はロールパレット１台当たり１００個とした。
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図表９ Ａ郵便局運搬比率
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発 着 口 ７％ ２％ ２％ ２％ ２％ １２％ ２％ ７％ １５％ ２％

取 集 口 １２％ ２％ １０％ ２％ ７３２％ ２％

区 分 機 １０％ ５％ １０％

自 動 取 揃 押 印 機

小型通常差立手区分

大型通常差立手区分

速 達 差 立 手 区 分

小型通常配達手区分 １２％

大型通常配達手区分 １００％

速 達 配 達 手 区 分 ２％

小 包 差 立 区 分

小 包 配 達 区 分 １４６３％

特 殊 室 ２％

外 務

図表１０ Ｂ郵便局運搬比率

発

着

口

取

集

口

区

分

機

自
動
取
揃
押
印
機

小
型
通
常
差
立
手
区
分

大
型
通
常
差
立
手
区
分

速
達
差
立
手
区
分

小
型
通
常
配
達
手
区
分

大
型
通
常
配
達
手
区
分

速
達
配
達
手
区
分

小
包
差
立
区
分

小
包
配
達
区
分

特

殊

室

外

務

発 着 口 １２％ １％ ６％ １％ ３％ １０％ １％ １０％ ９％ ４％

取 集 口 １４％ ６％ ６４％ １％ １０３９％ ３％

区 分 機 １４％ １９％ ８％

自 動 取 揃 押 印 機

小型通常差立手区分

大型通常差立手区分

速 達 差 立 手 区 分

小型通常配達手区分 １４％

大型通常配達手区分 １００％

速 達 配 達 手 区 分 １％

小 包 差 立 区 分

小 包 配 達 区 分 ９０９％

特 殊 室 １％

外 務
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除いて最大のものを基準としている１４）。

�イ 運搬比率

図表９及び１０に各局の各作業単位間の運搬比率

を示す。

�ウ 分析結果

上記の結果を運搬比率が高い順に並べたのが下

記の図表１１である。

上記より、Ｄ局及びE局の双方で１０％以上の運

搬比率を持つ１５）下記の作業単位間について、強い

近接性があると判断する。

�１ 外 務１６）―小包配達区分

�２ 取集口 ―小包差立区分

�３ 外 務 ―大型通常配達手区分

�４ 取集口 ―大型通常差立手区分

�５ 取集口 ―自動取揃押印機

�６ 外 務 ―小型通常配達手区分

�７ 区分機 ―自動取揃押印機

�８ 発着口 ―大型通常配達手区分

また、片方の局で１０％以上の運搬比率を持つ下

記の作業単位間については、弱い近接性があると

判断する１７）。

�９ 区分機 ―小型通常差立手区分

１４）小包を最大とすると、他の作業単位間の値が小さくなり比較が困難となるからである。
１５）Ｄ局、Ｅ局とも１０％以上の運搬比率をもつ作業単位間の累積運搬比率が９８％を占めるため、この範囲をカバーすれば充分と考

えられるからである。
１６）配達が委託の場合は、委託業者となる。
１７）外務―区分機間については、外務―配達区分間の相関関係がはるかに強いため除いている。

図表１１ 郵便物の運搬比率による近接度

作 業 単 位 作 業 単 位 Ｄ 局 Ｅ 局 計

１ 外 務 小包配達区分 １４６３ ９０９ ２３７２

２ 取 集 口 小包差立区分 ７３２ １０３９ １７７１

３ 外 務 大型通常配達手区分 １００ １００ ２００

４ 取 集 口 大型通常差立手区分 １０ ６４ ７４

５ 取 集 口 自動取揃押印機 １２ １４ ２６

６ 外 務 小型通常配達手区分 １２ １４ ２６

７ 区 分 機 自動取揃押印機 １０ １４ ２４

８ 区 分 機 小型通常差立手区分 ５ １９ ２４

９ 発 着 口 小包配達区分 １５ ９ ２４

１０ 発 着 口 大型通常配達手区分 １２ １０ ２２

１１ 発 着 口 区分機 ７ １２ １９

１２ 外 務 区分機 １０ ８ １８

１３ 発 着 口 小包差立区分 ７ １０ １７

１４ 取 集 口 小型通常差立手区分 ２ ６ ８

１５ 発 着 口 大型通常差立手区分 ２ ６ ８

１６ 発 着 口 特殊室 ２ ４ ６

１７ 発 着 口 小型通常配達手区分 ２ ３ ５

１８ 取 集 口 特殊室 ２ ３ ５

１９ 発 着 口 小型通常差立手区分 ２ １ ３

２０ 発 着 口 速達差立手区分 ２ １ ３

２１ 発 着 口 速達配達手区分 ２ １ ３

２２ 取 集 口 速達差立手区分 ２ １ ３

２３ 外 務 特殊室 ２ １ ３

２４ 外 務 速達配達手区分 ２ １ ３
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�１０ 発着口 ―小包配達区分

�１１ 発着口 ―区分機

�１２ 発着口 ―小包差立区分

�２ 作業員の数による分析

�ア 分析方法

作業者が、作業切替等で空移動１８）を行う原因は、

次の２点が考えられる。

�１作業工程にしたがって工程の時系列的に移動す

る場合

�２工程の時系列に関係ない作業を並行的に行い、

タイミングを見計らって作業を切替える場合。

今回の分析に作業員の移動を含めたのは、観察

の結果、上記の�２の空移動が多いことに着目して

行ったものである。From to Chartで整理されて

いる移動数を、郵便局間の比較を行うため最大移

動回数を１００％としてその比率（移動比率）を算

出した。

図表１２ Ａ郵便局移動比率
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Ｖ Ｃ Ｓ ３６％

小型通常配達手区分 ３６％ ４％ ４％
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図表１３ Ｂ郵便局移動比率
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１８）郵便物の移送など実作業を伴わない移動。
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�イ 移動比率

図表１２及び１３に各局の各作業単位間の移動比率

を示す。

�ウ 分析結果

上記の結果を移動比率が高い順に並べたのが下

記の図表１４である。

前記の結果より、Ｄ局及びＥ局の双方で２０％以

上の移動比率を持つ、下記の各作業単位間につい

ては強い近接性があると判断する。

�１ 区 分 機―小型通常差立手区分

�２ 取 集 口―小型通常差立手区分

�３ 区 分 機―小型通常配達手区分

�４ 取 集 口―小型通常配達手区分

�５ 区 分 機―取 集 口

�６ Ｖ Ｃ Ｓ―区 分 機

�７ 小型通常配達手区分―大型通常配達手区分

�８ 速達差立区分―発 着 口

また、双方で１０％以上１９）の運搬比率を持つ、下

記の各作業単位間については弱い近接性があると

判断する。

�１ 自動取揃押印機―取 集 口

�２ 区 分 機―速達差立区分

�３ 区 分 機―発 着 口

�４ 小型通常差立手区分―小型通常配達手区分

�５ 区 分 機―自動取揃押印機

�６ 取 集 口―発 着 口

�７ 小型通常差立手区分―大型通常配達手区分

�８ Ｖ Ｃ Ｓ―発 着 口

�３ 判断因子の優先順位

近接性の優先度を判断する因子として�１郵便物

の運搬、�２作業者の移動について検討を加えてき

たが、次にこのどちらを優先するかという検討を

要する。一般的には郵便物の移動を優先すると考

えるのが普通と思われるが、今回は双方の移動時

間２０）に着目して検討を加える。

�ア 総工数２１）

�１ Ｅ郵便局 観測総工数

：５，２３６回×３分＝１５，７０８（人・分）

�２ Ｄ郵便局 観測総工数

：１，９１６回×３分＝５，７４８（人・分）

�イ 郵便物の運搬工数（運搬時間）

�１ Ｅ郵便局 内務の運搬工数

：２１８回×３分＝６５４（人・分）

（総工数比 ４．２％）

�２ Ｄ郵便局 内務の運搬工数

：１１４回×３分＝３４２（人・分）

（総工数比 ５．９％）

�ウ 作業員の移動工数（移動時間）

�１ Ｅ郵便局 作業者移動工数 ７８（人・分）

（総工数比 ０．５％）

�２ Ｄ郵便局 作業者移動工数 ４５（人・分）

（総工数比 ０．８％）

�エ 結 果

郵便物の運搬工数が作業員の移動工数に対し、

約８倍の比重をもつ。

この結果よりレイアウト計画の際は、郵便物の

移動経路の相互関係を優先的に考える必要がある

ことが判断できる。

１９）Ａ局およびＢ局の作業員の移動比率の累積相対度数が、頻度２０％ラインで累積度数約７０％、頻度１０％ラインで累積度数約９０％
を満足しており、作業員の移動をほとんどカバーしているからである。

２０）移動時間は、それぞれ固有のレイアウトを前提としているため絶対的な基準値としての使用はできないが、同一レイアウト内
における郵便物の実移動時間と作業員の空移動時間の相対的な比較には十分有効である。

２１）ワークサンプリングの結果から運搬時間を集計した。ワークサンプリングの結果の数字は、観測された人数と回数を表してお
りこれを時間値に置き換えるには３分を掛けることにより工数に置換できる。
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図表１４ 作業員の移動比率による近接度

作 業 単 位 作 業 単 位 Ｄ 局 Ｅ 局 判 定

１ 取集口 小型通常差立手区分 １００％ ２５％ ◎

２ 取集口 小型通常配達手区分 ９２％ ２４％ ◎

３ 区分機 小型通常差立手区分 ８４％ １００％ ◎

４ 自動取揃押印機 取集口 ６８％ １８％ ○

５ 区分機 小型通常配達手区分 ６４％ ５６％ ◎

６ 区分機 取集口 ４８％ ３３％ ◎

７ ＶＣＳ 小型通常配達手区分 ３６％ ０％ ×

８ 小型通常配達手区分 大型通常配達手区分 ３６％ ２７％ ◎

９ 取集口 大型通常差立手区分 ３２％ ２％ ×

１０ 小型通常差立手区分 小型通常配達手区分 ２８％ １８％ ○

１１ ＶＣＳ 区分機 ２４％ ４０％ ◎

１２ 小型通常差立手区分 大型通常差立手区分 ２４％ ５％ ×

１３ 速達差立区分 発着口 ２４％ ２３％ ◎

１４ ＶＣＳ 小型通常差立手区分 ２０％ ４％ ×

１５ 大型通常配達手区分 発着口 ２０％ ４％ ×

１６ ＶＣＳ 発着口 １６％ １５％ ○

１７ 区分機 自動取揃押印機 １６％ ２２％ ○

１８ 取集口 発着口 １６％ １８％ ○

１９ 小型通常差立手区分 大型通常配達手区分 １６％ １８％ ○

２０ 小型通常差立手区分 発着口 １６％ ９％ ×

２１ 区分機 速達差立区分 １２％ ４５％ ○

２２ 区分機 発着口 １２％ ３８％ ○

２３ 速達配達区分 発着口 １２％ ０％ ×

２４ 大型通常差立手区分 発着口 １２％ ０％ ×

２５ ＶＣＳ 取集口 ８％ ９％ ×

２６ ＶＣＳ 大型通常差立手区分 ８％ ０％ ×

２７ 区分機 手押印 ８％ ７％ ×

２８ 自動取揃押印機 速達差立区分 ８％ ５％ ×

２９ 取集口 速達差立区分 ８％ １１％ ×

３０ 取集口 大型通常配達手区分 ８％ ７％ ×

◎ 双方で２０％以上の移動比率をもつ作業単位
○ 双方で１０％以上の移動比率をもつ作業単位
× 片方が１０％以下の移動比率しかない作業単位
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�４ 重要な関係による分析

郵便作業室内における、各作業単位についての

重要な関係を抽出するために、地方郵政局及び郵

便局にアンケート調査を行った結果が下記の図表

である２２）。

図表１５は、郵便物の移動及び人の移動により導

き出されない作業単位の課長席、計画席、役職席、

休息コーナーのレイアウト理由を記したもので経

験則による重要な関係と判断できる。また、特殊

室は、郵便物及び作業員の移動による分析の対象

でもあるが、防犯上の理由が強く、この経験則に

よるレイアウト理由を重要視する必要がある。

�５ まとめ

以上の結果から、郵便内務作業における作業単

位の近接性の優先度は、郵便物の運搬比率から�１

同一機能内の作業単位内の近接性について、作業

員の移動比率２３）から�２他機能間の作業単位の近接

性について、重要な関係による理由２４）から�３管理

性等、郵便物の運搬比率及び人の移動比率から判

断できない近接性について判断すれば良いことが

分かる。

以下に各項目の優先順位を示す。また、図表１６

にその相互関係２５）を表している。

�ア 郵便物の運搬比率による作業単位間の近接性

の優先度

�１ 外 務２６）―小包配達区分（☆）

�２ 取集口 ―小包差立区分（☆）

�３ 外 務 ―大型通常配達手区分（☆）

�４ 取集口 ―大型通常差立手区分

�５ 取集口 ―自動取揃押印機（★）

�６ 外 務 ―小型通常配達手区分（☆）

�７ 区分機 ―自動取揃押印機（★）

�８ 区分機 ―小型通常差立手区分（★）

�９ 発着口 ―小包配達区分（☆）

�１０ 発着口 ―大型通常配達手区分

�１１ 発着口 ―区分機（★、☆）

�１２ 発着口 ―小包差立区分（☆）

（★） が付定されている項目は人の頻度にもそ

の理由がみられるもの

（☆） が付定されている項目は経験則にもその

理由がみられるもの

�イ 作業員の移動比率による作業単位間の近接性

の優先度

�１ ＶＣＳ―区分機（☆）

�２ 小型通常配達手区分

―大型通常配達手区分（☆）

�３ 区分機―速達差立区分

�４ 小型通常差立手区分―小型通常配達手区分

�５ 取集口―発着口

�６ 小型通常差立手区分―大型通常配達手区分

�７ ＶＣＳ―発着口

（☆） が付定されている項目は経験則にもその

理由がみられる

�ウ 重要な関係による作業単位間の近接性の優先

度

課長席を課内全体を把握できる位置に設けるこ

とを前提として、

�１ 課長席―計画席

�２ 課長席―役職席

�３ 課長席―特殊室

おわりに

今回の調査研究の成果は、各作業単位の近接性

２２）地方郵政局及び郵便局の担当者のアンケート結果から、過半数以上の同意があったものを記入している。
２３）郵便物の運搬比率に属するものを除いている。
２４）郵便物の運搬比率及び人の移動比率に属するものを除いている。
２５）経験則による相互関係は除いている。
２６）配達が業者委託の場合は、委託業者の作業場となり、集配課ではないので注意を要する。
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大型配達�

小包配達�

VCS

速達差立�

運搬回数による近接性� 人の移動による近接性（線の太さが大きさを表す）�

の優先度を明確にした点である。結果としては、

今まで経験則でいわれていたことを追認しただけ

に過ぎないかもしれない。しかし、経験則に対し

て定量的な裏付けを与える試みを行ったことは評

価できると考えている。ただし、全国に分布する

集配郵便局の特性を考えると、この結果が果たし

て一般化できるかどうかについては疑問の余地が

残るため、今後、データの簡単な分析により郵便

局独自のレイアウト要素の近接性を明らかに出来

る方向での検討を加える必要があると考えられる。

最後に、お忙しい中にもかかわらず調査にご協

力いただいた関係者の皆様に御礼申し上げます。

図表１５ 経験則によるレイアウト理由

作業単位名 レ イ ア ウ ト 位 置 及 び 理 由 （％）

１ 課 長 席 課内全体を把握できる位置に設ける。 １００

２ 計 画 席 課長席の近くに設ける。 ９４

３ 通路スペース 郵便物の処理動線が短くなるように設ける。 ８８

４ 役 職 席 課長席の近くに設ける。 ８２

５ 特 殊 室 管理者席の近くに設ける。 ５３

６ 休息コーナー 窓や壁際等、レイアウト変更に与える影響が少ない場所に設ける。 ５３

図表１６ 郵便内務作業の作業単位相互関係図
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